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Ⅰ 広報等普及員制度について

１ 目 的 

  消防団が持つ地域性を生かし，地域住民に対する火災予防広報や災害図上訓練，応急手

当の普及啓発活動等を推進するため消防団に広報等普及員を置き，地域防災力の充実強化

を図ることを目的とする。 

２  制 度 

(1) 創設経緯

令和元年度，消防団連合会の諮問機関である消防団体制強化検討委員会において，

防火訪問を含む「予防指導員制度」の見直しが検討され，新たに「広報等普及員制

度」が創設されることになった。(令和３年４月１日から本施行。令和２年度は制度移

行期間) 

(2) 構 成

広報等普及員は，各消防分団の実情に応じて 10 名を超えない範囲で置くものとする。 

(3) 任 命

分団長の推薦に基づき消防団長が任命する。

(4) 任 期

任期は３年とし，再任を妨げない。

(5) 費用弁償

広報等普及員の業務に対しては，費用弁償を支給する。

３ 職 務 

(1) 火災予防広報等

各署が策定する実施要領に基づき，火災予防運動期間中の各種行事等を通じた火災予

防広報及び住宅に対する防火広報等を行う。 

① 火災予防広報

火災予防運動期間中に行われる各種行事（街頭イベントや消防庁舎開放事業など）

や防火講話等の機会を捉え，啓発チラシを配布するとともに住宅防火を呼びかける。 

② 住宅に対する防火広報

火気取扱いに対する注意や防炎製品の使用等，一般住宅からの出火を防ぐため，火

災予防運動期間中や各団の取り組みにおいて，防火広報を実施する。 

なお，地域の実情に応じて，住宅密集地域や高齢者が居住する住宅など，効果的に

広報を実施すること。 

   

※ 高齢者が居住する住宅への防火訪問については，火災予防運動期間中に実施

する住宅に対する防火広報の一環として,地域の実情に応じて各分団計画により，

実施するものとする。訪問先の高齢者から特に依頼された場合を除き，原則とし

て住居内には立ち入らないこと。 

1



 

(2)  災害図上訓練（以下「ＤＩＧ」という。） 

        地域住民（自治会・町内会関係者等）からの要請等に応じてＤＩＧを行う。 

        

 

 

(3) 応急手当の普及啓発活動 

      市民に対して消防職員（消防本部及び各消防署）が実施する救命講習等において，

応急手当指導員として講習を補助する。 

(4) その他 

      消防法第４条の２に規定する消防団員の立入検査（消防署長が特に必要があると

認めた場合に限る。）等。 

 

４ 研 修 

(1)  広報等普及員教育（ＤＩＧ指導者研修） 

        対 象：新規に広報等普及員として選任された者のうち主にＤＩＧを担当する者 

        時 期：おおむね６月中 

        主 体：福岡市消防学校 

        内 容：ＤＩＧの進行役（ファシリテーター）を務めるためのスキルを身に着ける

研修 

 

(2)  応急手当指導員講習 

    対 象：広報等普及員に選任された者のうち主に応急手当指導員として講習を実施

（又は補助）する者 （※応急手当指導員の認定を受けていない者に限る） 

       時 期：年間を通じて実施 

       主 体：消防本部及び各消防署 

       内 容：救命に必要な応急手当の基礎実技，指導要領 

 

５ その他 

(1)  服装等 

        広報等普及員として職務に服するときは，原則として作業服を着用し，身なりを端

正にすること。 

 (2)  立入検査証 

      消防法第４条の２に基づく立入検査証は，所轄消防署長が特に必要があると認めた

場合に限り，消防対象物及び期日又は期間を指定して，広報等普及員に貸与する。 

  なお，立入検査証は，貸与期間終了後，速やかに各署消防署長に返還すること。 

 
※立入検査証については，所轄消防署長が特に必要と認めた場合に限り貸与するものであ

り，火災予防運動期間中における住宅に対する火災予防広報実施時には貸与しない。 

◆ＤＩＧ対象者(例) 

自治会・町内会関係者，小・中学校区ＰＴＡ，校区子ども会，消防少年団な

ど，幅広い年齢層から参加者を募ることとする。 
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Ⅱ 火災予防広報 
１ 目 的 

  火災が発生しやすい冬の始まりや早春の時季を捉え，火災予防思想の一層の普及を図る

ことで，火災の発生を防止し，高齢者等を中心とする死者の発生を減少させるとともに，

財産の損失を防ぐことを目的として例年 11 月と３月に実施するもの。 

 

２ 実施時期及び実施内容 

実施時期 実施内容 

(1) 秋の火災予防運動時（11月中） 

(2) 春の火災予防運動時（３月中） 

 左記の期間中に各署が策定する実施要領に基づき，下記の火災予防広

報活動を実施する。 

(1) 火災予防広報 

各消防署が実施する各種行事(街頭広報活動，消防庁舎開放イベン

トなど)や防火講話の機会を捉え，啓発チラシの配布等を行うなど市

民に対して防火を呼びかける。 

(2) 住宅に対する防火広報 

   一般住宅からの出火を防ぐため，分団管轄内の住宅への啓発チラシ

の配布等を通じて火気取扱いに対する注意や防炎製品の使用等，住宅

における防火対策を呼びかける。 

 

★「高齢者が居住する住宅への防火訪問」については，上記の(2)住宅に対する防火広報の一環として,地域の

実情に応じて各分団計画により，実施してもよいものとする。（※必ず行わなければならないものではな

い。） 

この場合においても，原則として玄関口での指導とし，訪問先の高齢者から特に依頼された場合を除き，住居

内には立ち入らないこと。また，独自に関係者から名簿等を入手または作成した場合は訪問後，裁断のうえ廃

棄するなど，個人情報漏えいに十分注意すること。 
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（参考）火災予防運動期間中の消防団関係事業 

※ 本表は，火災予防運動実施に際して，消防局予防部予防課が策定する実施要領から抜粋し

たもの。 

※ 網掛けにした項目については広報等普及員が実施する項目。 

 

 

 

 

 

 

実施行事名 期間 実施内容 実施主体 備考 

一般住宅に 

対する 

防火広報 

 

 

 

３月１日 

～ 

３月 31日 

 

11月 1日 

～ 

11月 30日 

  各分団区内の一般住宅に対し，防火チラシ

等を配布し，住宅防火意識の高揚及び住宅用

火災警報器の設置促進，維持管理の情報提

供，経年劣化による交換の促進を呼びかけ

る。 

 また，家の周囲に可燃物を放置しないなど

の放火火災防止対策を呼びかける。 

 

団 
広報等普及員の

計画により実施 

消防訓練 

（演習等） 

  社会福祉施設や病院をはじめ旅館・ホテル，物

品販売店等で消防・防災訓練を実施する。 
署団合同 

参加人数は各署

計画による 

車両による 

巡回広報 

 
３月１日 

～ 
３月７日 

 
11月９日 

～ 
11月 15日 

  各分団区を車両で巡回し，火災予防広報を

行う。 

 なお，各署において実施する街頭キャンペ

ーン等に参加する分団については，車両での

巡回は実施しない。 

団 
（概ね） 

５名 

防火ポスター

等の掲示 
 

 

（概ね） 

３月１日 

～ 

３月７日 

 
11月９日 

～ 
11月 15日 

  防火ポスターを分団の車庫等に掲示する。 

（ポスターは,各分団２枚程度配布予定） 

団 

 

地理水利調査 

  各分団区内における地理水利の状況を調

査し，消防水利の使用障害又は使用不能の状

態にあるものについては適切な措置を施す。 

（概ね） 

７名 

機械器具の点検

整備と備品検査 

  車両や器具等の整備，備品等の点検を行

う。 
署団合同 

自動車 ５名 

小型動力Ｐ ３名 
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３ 予防広報のポイント 

（1） 火災原因別予防広報 

福岡市における主な出火原因(※年により変動あり) 

 全火災 住宅火災 

１位 放火（疑いを含

む） 

こんろ 

２位 たばこ たばこ 

３位 こんろ 放火（疑いを含

む） 

４位 ストーブ ストーブ 

   ① 放火 

     放火は常に火災原因の上位にあることを踏まえ，放火行為者に特に狙われやすい

場所や注意すべき事項を啓発チラシ配布時に合わせて注意喚起を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ② こんろ火災 

     火の使用中にその場を離れたことによる出火やこんろ付近に可燃物を放置してい

たことによる出火など，具体的な火災事例を説明し，啓発チラシの配布に併せて Si

センサー付きこんろ（過熱防止機能付きこんろ）への交換や住宅用消火器の準備を促す。 

 

 ③ たばこ火災 

     吸い殻の誤った廃棄方法による出火や寝たばこによる火災など，具体的な火災事

例を説明し，啓発チラシの配布に併せて吸い殻の適切な処理（直接ゴミ箱へ捨てな

い，ガラス製の灰皿に溜め過ぎないなど）や寝たばこの禁止などの注意喚起を行う。 

 

  ④ ストーブ火災 

    特に 11 月は暖房器具の使用を開始する時期でもあるため，給油時の消火やストー

消防局が地域住民

の希望に応じて配布

する放火予防ステッ

カー。 

放火行為者に狙わ

れやすい共同住宅の

ゴミ置場や共用部分

に貼り出して，住民

に注意喚起を促すこ

とを目的としてい

る。 

啓発チラシを配布する
際は出火原因毎に具体的
な火災事例を話し，その
予防方法を説明すると効
果的です。 
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ブ上での洗濯物の乾燥の禁止，就寝時の確実な消火（特に電気ストーブに注意）など

注意すべき事項について注意喚起する。 

 

（２） 住宅用防災機器の普及促進 

   ① 住宅用火災警報器   

     

 

 

 

 

  

 

 

 

   ② 住宅用消火器  

       

 

 

 

 

 

 

   ③ Si センサーこんろ 

  

 

 

 

 

 

 

 

④ 感震ブレーカー 

 

 

 

 

 

住宅用火災警報器は，火災により発生する煙又は熱

を自動的に感知し，警報音などで知らせるもので，寝

室や階段部分の天井などに設置が義務付けられてい

る。（※） 

交換の目安は１０年とされているので，チラシを配布

する際に自宅に設置された住宅用火災警報器の作動確

認と年数に応じて交換を行うように説明すること。ホー

ムセンターなどで取扱いがあり，１個数千円程度で購入

できる。 

（※福岡市では，自動火災報知設備等が設置された住戸を除く全住戸

 

 

住宅用消火器は，住宅用に作られた消火器で，適応す

る火災（普通，天ぷら油，電気，ストーブなど）が本体

に絵で表示されている。業務用と異なり，点検等の義務

がない。使用期限は５年程度。粉末消火器以外にも，強

化液を噴出するタイプやスプレータイプがある。ホーム

センターなどで取扱いがあり，１個数千円程度で購入で

きるので，台所用など，家庭に１本備えておく事を勧め

られたい。 

 

 

 Si センサーこんろは，安心・便利機能(Safety)とを充実

させるため，すべてのバーナーに一歩進んだ賢い

(intelligent)温度センサーを搭載したこんろのことであ

り，調理油過熱防止装置，立ち消え安全装置，こんろ消

し忘れ消火機能を標準で装備している。法律で平成 20 年

１０月以降に生産・販売されるこんろは上記の機能の標

準装備が義務付けられた。 

長期間古いこんろを使用している状況を聴取した際

には，必要に応じて Si センサーこんろへの交換を勧め

ること。 

 

 

 感震ブレーカーとは地震が起き，設定

した震度を感知するとブレーカーを落と

し，電気を止める装置のこと。  

地震発生時に破損した電気機器からの

出火や通電時における断線部分のショー

トによる火災を防ぐことが出来る。 

電気工事が必要となる分電盤タイプや工

事が不要な簡易タイプ（ホームセンターで

取扱い有り）などがある。 
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火災予防運動期間中における配布物 「家庭内の防火対策・事故対策」 から抜粋 
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Ⅲ 災害図上訓練（ＤＩＧ）実施要領 

１ 災害図上訓練（ＤＩＧ）とは 

  災害図上訓練（ＤＩＧ）とは、災害発生時に想定されるリスクなどについて、参加者が

自ら地図上（図上）に書き込んで災害対策を検討する防災訓練のことで，Disaster（災害）、

Imagination（想像力），Game（ゲーム）の頭文字を取って命名された。ＤＩＧという単語

は「掘る」という意味を持つ英語の動詞でもあり，転じて，探求する，理解するといった

意味をもっている。このことから，ＤＩＧという言葉には，「災害を理解する」「まちを

探求する」「防災意識を掘り起こす」という意味も込められている。 

 

２ 受講対象者（例）  

    自治会・町内会関係者，小・中学校，校区ＰＴＡ，校区子ども会，消防少年団 など 

 

３ 実施時期 

  受講者（団体）の要望に応じ，年間を通じて実施する。 

 

４ 開催 

(1) テーマの決定  

対象とする災害（地震，風水害等），地域（○○町内会，○○小学校区等），レベル(初

級・中級・上級)，どの時点での対応とするか（例：発災前，避難中，被災後等）といっ

たテーマを決定し，計画者の「目的」及び参加者の「想定上の立場」を自覚させる。 

(2) 必要資機材の準備 

地図（都市計画図等，住居の配置状況が分かるもの），ハザードマップ，揺れやすさマ

ップ，透明シート，油性マーカー，シール，ふせん紙 

※ 油性マーカーでの修正用に，マニキュア用の除光液やアンメルツがあると良い。 

(3) 進行（オリエンテーション） 

① ＤＩＧとは何かを簡単に説明 

・人を知り，まちを知り，災害を知る／災害時に活きる人間関係 

② 進行にあたってのルールを説明 

・主役は皆さん，自分自身で考え感じることを大切に 

③ 自己紹介・導入 

※ 災害イメージをもってもらうためビデオや写真を見せると良い。 
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５ 実施方法 

  ＤＩＧの実施については，対象や規模，目的に応じ，様々な手法があるため，一例とし

て記載する。 

（1） 基本地図を作る（地図への色塗り作業） 

① 「自然情報」を確認する（山と平地の境界線，現在の河川・池沼・水路の位置） 

② 防災マップ等を活用し，避難所や防災資源等を確認する。 

③ ハザードマップ等を活用し，危険個所を確認する。 

④ 古い家屋や狭隘道路，公園やオープンスペース等，地域の特徴をつかむ。 

（2） 時系列で災害想定を与えながら，グループごとに検討する。検討結果をグループご

とに発表し，参加者全員で情報を共有する。 

（3） 防災まち歩きの実施（机上での検討を現場で検証する。） 

（4） まち歩きの結果を地図に反映させ，地域の防災（安全）マップを完成させる。 

 

  【色塗り作業】 例：避難所・空地等          水害危険個所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【防災まち歩き】 

・倒壊危険のあるブロック塀 

・倒壊により密閉危険のある狭隘道路 

・増水により，落下・流される危険があ

る箇所 

などを，現地で確認する。 
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グループ分け 

（5分） 

導入・雰囲気づくり 

（10分） 

参加者の立場の 

明確化と被害想定の

説明(15分) 

1グループ６名程度が適当。グループメンバーが決まったら， 

リーダーや記録係を決める。選び方は状況に応じて弾力的に。 

参加者は名札をつけ，自己紹介などにより議論しやすい雰囲気 

づくりをする。防災活動歴や被災体験談などを交えてもよい。 

 また，災害の映像を見せるなどして参加者の心を徐々に災害時の気持ち

に変えていく。 

参加者がどういった立場で，どのような災害に立ち向かうのか， 

その役割を確認する。参加者の立場は，DIGのテーマに応じて 

意図的に設定してもよい。 

地図への書き込み 

(30分) 

地図を準備し，テーマに応じて様々な防災関係条件を書き込む。 

① 交通施設(特に道路)，河川等の線状のもの 

② 避難所，避難空地（公園や大きな平面駐車場） 

② 役所，病院，消防署・分団，救護所等の防災施設 

③ 危険な場所(津波，山・がけ崩れ，液状化……) 

④ 住宅密集地域，老朽化した住宅が多い地域 

⑤ 避難行動要支援者の住宅 

⑥ 被害想定(ハザード)，表層地質図など 

(注 1) 色の使い方は一定のルールがあった方がよい。 

(注 2) 凡例を作っておくと良い。 

(注 3) 特に重要な場所は名称等を記載する。 

(注 4) 透明シートを複数利用すると多くの条件の書き込み可 

(注 5) 書き込みは全員で行う。書き込みしながら状況を整理する。 

 

 

グループ討論 

（※時間経過とともに

次々に被害情報，気象情

報などの条件（テーマ）

を与えていく。） 

(60分) 

地図を見ながらテーマに応じた意見交換を行う。 

参加者自らが課題を認識し，自然に議論が深まっていくのが理想的な姿

であるが，初期の段階では具体的な課題を提示し，その解決策等について

考えてもらう。付せんに消火，救出など 1テーマごとに記入し，テーマで

分類し，模造紙に貼り付ける。 

成果発表・講評 

(10～30 分) 

グループごとに話し合った内容について発表する。 

様々な意見交換により情報が共有され，参加者の考えがより深まる。 

進行役やアドバイスができる立場の人が，成果発表の内容や，参加者の

取組等について講評する。 

≪DIGの流れ（例）≫ 
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６ その他の手法 

（１）「ハザードマップ」や「校区安全安心マップ」を活用したまち歩き（防災さんぽ） 

    ハザードマップや各校区における防災・防犯情報を盛り込んだ安全安心マップを活用したまち歩きの実施。まち歩きをすることで，自宅から避難所

までの経路や危険個所の再確認，新たに発見した情報の追加なども出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「ハザードマップ」や「校区安全安心マップ」を活用したまち歩きは，マップと書き込み用の筆記具，各自の飲み物以外，特に準備する物品もないた

め，短時間かつ気軽に行え，参加しやすい簡易版ＤＩＧとして有効です。地域の健康づくり事業などに併せて，地域住民参加の下，積極的な実施を推奨し

ます。 

★ハザードマップ

については，福岡

市 Webまっぷから

誰でも出力するこ

とが出来ます。出

力方法について

は，本手引きの巻

末に掲載していま

す。 
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※「校区安全安心マップ」については行政区や校区により記載内容が異なります。詳細については各区役所又は各校区の自治協議会にお問い合わせくださ

い。 

 （２）ぼうさい探検隊 

    一般社団法人日本損害保険協会（以下「損保協会」という。）が推進している，実践的安全教育プログラムで子供たちが楽しみながらまちにある防

災・防犯・交通安全に関する施設や設備などを見て回り，マップにまとめて発表するもの。損保協会のＨＰから実施マニュアルのダウンロードが出来

る。コンクールも開催されており，消防少年団の活動の一環として実施することが推奨される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損保協会ホームページから抜粋 
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Ⅳ 応急手当の指導技術 

 

 

 

１ 指導技術の基本 

(1) 応急手当の必要性を訴える 

    福岡市の人口増加や急速な高齢化の進展に伴い，救急出動件数は，右肩上がりで増

加しており，令和元年は 81,447 件で過去最高を記録しました。これに伴い，救急車が

現場に到着するまでの時間も年々延伸しており，現在（令和元年）では，約 7 分 30 秒

となっています。心肺停止状態になった場合，蘇生のチャンスは時間とともに低下し

ていきます。目の前の命を救うため，一人でも多くの市民が応急手当の技術を身に着

け，救急車が到着するまでの間，勇気を持って心肺蘇生などの応急処置を行うことが

求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 興味を持たせる 

  指導に当たっては，自身が経験した事例や数値情報（福岡市の人口，救急件数，救急隊

の数 etc）などを伝え，受講者の興味を惹きつけることが重要です。特に講習の中盤の時

間帯は，受講者の集中力が低下することが多いので，受講者が興味を持ちそうな話をして，

再度集中力を高めてください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考；福岡市救急アラカルト（R元年中）】 

◆福岡市の人口         1,595,674 人 

◆福岡市の救急隊員数       30隊／258人 

◆救急出動件数                81,447 件 

◆うち搬送者数            72,133人 

◆通報～現場到着までの時間      7分 31秒 

◆通報～病院到着までの時間      30分 02秒 

カーラーの生命曲線 

効果的に指導するため，【指導技術＝教育技法】を身に着ける！ 
 

【教育技法】とは，一定の経験を積んでいる社会人が年齢・職種を超え

受講者として集まっている場合，受講者のやる気を引き出し，技術を効

果的に習得させ，さらに学習を続けさせる意欲を促すための手段のこと 
 

 

救急蘇生法の指針 2015市民用 より 
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(3) 良い点をほめる 

  講習は実技主体となりますので，受講者の声の大きさやバイスタンダーへの的確な指

示，胸骨圧迫のリズムや力強さなど，一つでも良い点を見つけて，具体的・積極的にほめ

るようにしましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 理解度を確認する 

   受講者によって，理解のスピードは異なります。重要なポイントを指導したときは，

受講者がきちんと理解したことを確認したうえで，次のポイントに進むようにしてく

ださい。 

 

(5) 安全に配慮する 

   屋内での講習に危険はありませんが，実際に倒れている人に遭遇し，応急手当を施

す場合は様々な危険（感染症のおそれ，交通事故，落下物 etc・・）が考えられます。 

   事に及んでは，先ずは自分自身の安全確保を第一優先に，必ず周囲の安全確認を行

い，周りの人に協力を呼び掛けるよう指導してください。 

 

 

 

 

 

２ 具体的指導技術 

(1) アイ・コンタクト 

 ① 常に受講者と目線を合わせる（受講者が座っている場合は指導者も座って目の高さを

合わせるなど）ように努めましょう。 

 ② 実技指導や質問の受け答えをするときには，一部の受講者と１対１の雰囲気を作らな

いように注意し，受講者全員を意識した視線の配分を工夫してください。 

 

(2) ボディー・ランゲージ 

   身振り手振りによる表現は，言語によるコミュニケーションに加え，指導の幅に広がり  

 を持たせることができます。緊張している受講者には手を添えて指導を行い，緊張をほぐ

すのも有効です。加えて，受講者の目線に配慮した指導者の立ち位置にも注意して下さい。 

★ほめられることで成果が上がる！【ピグマリオン効果】とは・・・ 

他人から期待されること（＝ほめられること）によって学習・作

業などの成果が上がる現象。米国の心理学者ローゼンタールが、教

師からの期待の有無が生徒の学習成績を左右するという実験結果を

もとに報告。名称はギリシャ神話のピグマリオンにちなむ。ローゼ

ンタール効果，教師期待効果ともいう。 
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 (3) 体験型学習  

   受講者に実体験してもらう時間を可能な限り長くとるよう配慮して下さい。また受

講者ごとの実技時間に偏りが生じないよう注意しましょう。 

 

 (4) 双方向型コミュニケーション 

     指導者から受講者への一方通行の指導ではなく，受講者に対して質問するなど，双

方向のコミュニケーションを心掛けて下さい。 

 

 (5) フィードバック 

    受講者の実施した行為を評価（具体的に，タイミングよく，共感を持ってほめる）

し,受講者に伝えることで，モチベーションの向上を図り，効果を高めましょう。 

 

(6) 重要なことは繰り返して指導する 

  講習において，受講者の集中力が最も高いのが開講して直ぐの時間であるため，重

要なこと（要点）は集中力が高い時間に指導し，集中力が低下する時間帯は，講師の

経験談や受講者への質問などで注意を惹きつけ，最後の時間に再度重要なことを繰り

返して指導するようにしましょう。 

 

３ 講習の流れ（例） 

(1) 講師の自己紹介 

 (2) 受講者のバックグラウンドの確認 

 (3) 伝える内容の項目を示す（要点の指導） 

 (4) 一方的な内容にならないように，双方向型コミュニケーションを心掛ける！ 

 (5) 実技指導 

 (6) まとめ（要点のおさらい） 

 (7) 質疑応答 

 

適切に市民に指導するため，応急手当の最上位資格である， 

【応急手当指導員】の資格取得を目指しましょう！ 

【応急手当指導員】の資格を取得すれば，地域の方や職場の人を対象として 

【普通救命講習】等を開催することができ，受講者に対して修了証を交付する

ことが出来るようになります。 

救命講習受講者が一人でも増えれば，福岡市の救命率の向上が期待出来ます。 

救える命のために，皆さんの力を貸してください！ 
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資    料 

 

１ 関係法令 

２ 福岡市消防団広報等普及員に関する要綱 

３ 「福岡市Ｗｅｂまっぷ」を活用したハザードマップの

出力方法【参考】 
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１ 関係法令（消防法令から関係部分のみ抜粋） 

 

○ 消防団を中核とした地域防

災力の充実強化に関する法律 
 (目的) 

第一条 この法律は、我が国において、近

年、東日本大震災という未曽有の大災害

をはじめ、地震、局地的な豪雨等による

災害が各地で頻発し、住民の生命、身体

及び財産の災害からの保護における地域

防災力の重要性が増大している一方、少

子高齢化の進展、被用者の増加、地方公

共団体の区域を越えて通勤等を行う住民

の増加等の社会経済情勢の変化により地

域における防災活動の担い手を十分に確

保することが困難となっていることに鑑

み、地域防災力の充実強化に関し、基本

理念を定め、並びに国及び地方公共団体

の責務等を明らかにするとともに、地域

防災力の充実強化に関する計画の策定そ

の他地域防災力の充実強化に関する施策

の基本となる事項を定めることにより、

住民の積極的な参加の下に、消防団を中

核とした地域防災力の充実強化を図り、

もって住民の安全の確保に資することを

目的とする。 

(定義) 

第二条 この法律において、「地域防災

力」とは、住民一人一人が自ら行う防災

活動、自主防災組織(災害対策基本法(昭

和三十六年法律第二百二十三号)第二条

の二第二号 に規定する自主防災組織をい

う。以下同じ。)、消防団、水防団その

他の地域における多様な主体が行う防災

活動並びに地方公共団体、国及びその他

の公共機関が行う防災活動の適切な役割

分担及び相互の連携協力によって確保さ

れる地域における総合的な防災の体制及

びその能力をいう。 

(基本理念) 

第三条 地域防災力の充実強化は、住民、

自主防災組織、消防団、水防団、地方公

共団体、国等の多様な主体が適切に役割

分担をしながら相互に連携協力して取り

組むことが重要であるとの基本的認識の

下に、地域に密着し、災害が発生した場

合に地域で即時に対応することができる

消防機関である消防団がその中核的な役

割を果たすことを踏まえ、消防団の強化

を図るとともに、住民の防災に関する意

識を高め、自発的な防災活動への参加を

促進すること、自主防災組織等の活動を

活性化すること等により、地域における

防災体制の強化を図ることを旨として、

行われなければならない。 

(国及び地方公共団体の責務) 

第四条 国及び地方公共団体は、前条 の基

本理念にのっとり、地域防災力の充実強

化を図る責務を有する。 

２ 国及び地方公共団体は、その施策が、

直接的なものであると間接的なものであ

るとを問わず、地域防災力の充実強化に

寄与することとなるよう、意を用いなけ

ればならない。 

３ 国及び地方公共団体は、地域防災力の

充実強化に関する施策を効果的に実施す

るため必要な調査研究、情報の提供その

他の措置を講ずるものとする。 

(住民の役割) 

第五条 住民は、第三条 の基本理念にのっ

とり、できる限り、居住地、勤務地等の

地域における防災活動への積極的な参加

に努めるものとする。 

(関係者相互の連携及び協力) 

第六条 住民、自主防災組織、市町村の区

域内の公共的団体その他の防災に関する

組織、消防団、水防団、地方公共団体、

国等は、地域防災力の充実強化に関する

施策が円滑に実施されるよう、相互に連

携を図りながら協力しなければならな

い。 

第二章 地域防災力の充実強化に関する計画 

第七条 市町村は、災害対策基本法第四十

二条第一項 に規定する市町村地域防災計

画において、当該市町村の地域に係る地
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域防災力の充実強化に関する事項を定

め、その実施に努めるものとする。 

２ 市町村は、地区防災計画(災害対策基

本法第四十二条第三項 に規定する地区防

災計画をいう。次項 において同じ。)を

定めた地区について、地区居住者等(同

条第三項 に規定する地区居住者等をい

う。次項 において同じ。)の参加の下、

地域防災力を充実強化するための具体的

な事業に関する計画を定めるものとす

る。 

３ 地区防災計画が定められた地区の地区

居住者等は、市町村に対し、当該地区の

実情を踏まえて 前項 に規定する事業に

関する計画の内容の決定又は変更をする

ことを提案することができる。 

第三章 基本的施策 

第一節 消防団の強化等 

(消防団の強化) 

第八条 国及び地方公共団体は、全ての市

町村に置かれるようになった消防団が将

来にわたり地域防災力の中核として欠く

ことのできない代替性のない存在である

ことに鑑み、消防団の抜本的な強化を図

るため、必要な措置を講ずるものとす

る。 

(消防団への加入の促進) 

第九条 国及び地方公共団体は、消防団へ

の積極的な加入が促進されるよう、自ら

の地域は自ら守るという意識の啓発を図

るために必要な措置を講ずるものとす

る。 

(公務員の消防団員との兼職に関する特例) 

第十条 一般職の国家公務員又は一般職の

地方公務員から報酬を得て非常勤の消防

団員と兼職することを認めるよう求めら

れた場合には、任命権者(法令に基づき

国家公務員法(昭和二十二年法律第百二

十号)第百四条 の許可又は 地方公務員法

(昭和二十五年法律第二百六十一号)第三

十八条第一項 の許可の権限を有する者を

いう。第三項 において同じ。)は、職務

の遂行に著しい支障があるときを除き、

これを認めなければならない。 

２ 前項 の規定により消防団員との兼職が

認められた場合には、国家公務員法第百

四条 の許可又は 地方公務員法第三十八

条第一項 の許可を要しない。 

３ 国及び地方公共団体は、第一項 の求め

又は 同項 の規定により認められた消防

団員との兼職に係る職務に専念する義務

の免除に関し、消防団の活動の充実強化

を図る観点からその任命権者等(任命権

者及び職務に専念する義務の免除に関す

る権限を有する者をいう。)により柔軟

かつ弾力的な取扱いがなされるよう、必

要な措置を講ずるものとする。 

(事業者の協力) 

第十一条 事業者は、その従業員の消防団

への加入及び消防団員としての活動が円

滑に行われるよう、できる限り配慮する

ものとする。 

２ 事業者は、その従業員が消防団員とし

ての活動を行うために休暇を取得したこ

とその他消防団員であること又はあった

ことを理由として、当該従業員に対して

解雇その他不利益な取扱いをしてはなら

ない。 

３ 国及び地方公共団体は、事業者に対し

て、その従業員の消防団への加入及び消

防団員としての活動に対する理解の増進

に資するよう、財政上又は税制上の措置

その他必要な措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

(大学等の協力) 

第十二条 国及び地方公共団体は、大学等

の学生が消防団の活動への理解を深める

とともに、消防団員として円滑に活動で

きるよう、大学等に対し、適切な修学上

の配慮その他の自主的な取組を促すもの

とする。 

(消防団員の処遇の改善) 

第十三条 国及び地方公共団体は、消防団

員の処遇の改善を図るため、出動、訓練

その他の活動の実態に応じた適切な報酬

及び費用弁償の支給がなされるよう、必

要な措置を講ずるものとする。 

(消防団の装備の改善等) 

18

http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353
http://10.248.224.30/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1574050647058&memoWin=true&_=1574050668353


第十四条 国及び地方公共団体は、消防団

の活動の充実強化を図るため、消防団の

装備の改善及び消防の相互の応援の充実

が図られるよう、必要な措置を講ずるも

のとする。 

 

 

(消防団の装備の改善に係る財政上の措置) 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行

う消防団の装備の改善に対し、必要な財

政上の措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

(消防団員の教育訓練の改善及び標準化等) 

第十六条 国及び地方公共団体は、消防団

員の教育訓練の改善及び標準化を図るた

め、教育訓練の基準の策定、訓練施設の

確保、教育訓練を受ける機会の充実、指

導者の確保、消防団員の安全の確保及び

能力の向上等に資する資格制度の確立そ

の他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市町村は、所定の教育訓練の課程を修

了した消防団員に対する資格制度の円滑

な実施及び当該資格を取得した消防団員

の適切な処遇の確保に努めるものとす

る。 

第二節 地域における防災体制の強化 

(市町村による防災体制の強化) 

第十七条 市町村は、地域における防災体

制の強化のため、防災に関する指導者の

確保、養成及び資質の向上、必要な資材

又は機材の確保等に努めるものとする。 

(自主防災組織等の教育訓練における消防団の役割) 

第十八条 市町村は、消防団が自主防災組

織及び女性防火クラブ(女性により構成

される家庭から生ずる火災の発生の予防

その他の地域における防災活動を推進す

る組織をいう。)、少年消防クラブ(少年

が防火及び防災について学習するための

組織をいう。)、市町村の区域内の公共

的団体その他の防災に関する組織(以下

「女性防火クラブ等」という。)の教育

訓練において指導的な役割を担うよう必

要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

(自主防災組織等に対する援助) 

第十九条 国及び地方公共団体は、自主防

災組織及び女性防火クラブ等に対し、教

育訓練を受ける機会の充実、標準的な教

育訓練の課程の作成、教育訓練に関する

情報の提供その他必要な援助を行うもの

とする。 

(市町村に対する援助) 

第二十条 国及び都道府県は、市町村が行

う自主防災組織及び女性防火クラブ等の

育成発展を図るための取組を支援するた

め必要な援助を行うものとする。 

(防災に関する学習の振興) 

第二十一条 国及び地方公共団体は、住民

が、幼児期からその発達段階に応じ、あ

らゆる機会を通じて防災についての理解

と関心を深めることができるよう、消防

機関等の参加を得ながら、学校教育及び

社会教育における防災に関する学習の振

興のために必要な措置を講ずるものとす

る。 

 

○消防法 
第一条 この法律は、火災を予防し、警戒

し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財

産を火災から保護するとともに、火災又

は地震等の災害に因る被害を軽減するほ

か、災害等による傷病者の搬送を適切に

行い，もつて安寧秩序を保持し、社会公

共の福祉の増進に資することを目的とす

る。 

第二条 この法律の用語は左の例による。 

② 防火対象物とは、山林又は舟車、船

きよ若しくはふ頭に繋留された船舶、

建築物その他の工作物若しくはこれら

に属する物をいう。 

③ 消防対象物とは、山林又は舟車、船

きよ若しくはふ頭に繋留された船舶、

建築物その他の工作物又は物件をい

う。 

④ 関係者とは、防火対象物又は消防対

象物の所有者、管理者又は占有者をい

う。 

⑤ 関係のある場所とは、防火対象物又

は消防対象物のある場所をいう。 
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⑥ 舟車とは、船舶安全法第二条第一項

の規定を適用しない船舶、端舟、はし

け、被曳船その他の舟及び車両をい

う。 

⑦ 危険物とは、別表第一の品名欄に掲

げる物品で、同表に定める区分に応じ

同表の性質欄に掲げる性状を有するも

のをいう。 

⑧～⑨ （略） 

第三条 （略） 

第四条 消防長又は消防署長は、火災予防

のために必要があるときは、関係者に対

して資料の提出を命じ、若しくは報告を

求め、又は当該消防職員(消防本部を置

かない市町村においては、当該市町村の

消防事務に従事する職員又は常勤の消防

団員。第五条の三第二項を除き、以下同

じ。)にあらゆる仕事場、工場若しくは

公衆の出入する場所その他の関係のある

場所に立ち入つて、消防対象物の位置、

構造、設備及び管理の状況を検査させ、

若しくは関係のある者に質問させること

ができる。ただし、個人の住居は、関係

者の承諾を得た場合又は火災発生のおそ

れが著しく大であるため、特に緊急の必

要がある場合でなければ、立ち入らせて

はならない。 

② 消防職員は、前項の規定により関係の

ある場所に立ち入る場合においては、市

町村長の定める証票を携帯し、関係のあ

る者の請求があるときは、これを示さな

ければならない。 

③ 消防職員は、第一項の規定により関係

のある場所に立ち入る場合においては、

関係者の業務をみだりに妨害してはなら

ない。 

④ 消防職員は、第一項の規定により関係

のある場所に立ち入つて検査又は質問を

行つた場合に知り得た関係者の秘密をみ

だりに他に漏らしてはならない。 

 

第四条の二 消防長又は消防署長は、火災

予防のため特に必要があるときは、消防

対象物及び期日又は期間を指定して、当

該管轄区域内の消防団員(消防本部を置

かない市町村においては、非常勤の消防

団員に限る。)に前条第一項の立入及び

検査又は質問をさせることができる。 

② 前条第一項ただし書及び第二項から第

四項までの規定は、前項の場合にこれを

準用する。 

第五条～ （略） 

 

 

 

 

 

○福岡市火災予防規則 
(立入検査の証票) 

第２条 法第４条第２項(法第 34 条第２項

において準用する場合を含む。)に規定

する証票は，立入検査証(様式第１号)と

し，法第４条の２第２項に規定する証票

は，消防団員立入検査証(様式第１号の

２)とする。 

２ 前項の証票は，５年ごとに更新する

ものとする。 

 

 

消防団員立入検査証 (様式第１号の２ ) 

第３条～ （略） 
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 ２ 福岡市消防団広報等普及員制度に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，消防団の地域性を活かした市民に対する火災予防広報等や災害図上訓練，応急手

当の普及啓発活動等を推進するため，消防団に置く広報等普及員に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（広報等普及員の設置） 

第２条 広報等普及員は，各消防分団の実情に応じて 10名を超えない範囲で置くものととする。 

２ 広報等普及員は，分団長の指揮監督をうけて活動する。 

 

（広報等普及員の任命） 

第３条 広報等普及員は，分団長の推薦に基づき，消防団長が任命する。 

 

（広報等普及員の任期） 

第４条 広報等普及員の任期は３年とし，再任を妨げない。ただし，消防団長は，広報等普及員が次の各

号のいずれかに該当する場合には，解任することができる。 

(1)  広報等普及員に一身上の都合が生じ，やむを得ないと認める場合 

(2)  広報等普及員としてふさわしくないと認める場合 

(3)  その他消防団長が必要と認める場合 

 

（広報等普及員の業務） 

第５条  広報等普及員は，次の各号に定める業務（以下「広報等普及業務」という。）の全部又は一部を

行うものとする。 

(1)  火災予防広報等 

火災予防運動期間中の各種行事等を通じた火災予防広報及び住宅に対する防火広報等を行う。 

 (2) 災害図上訓練（ＤＩＧ） 

   地域住民（自治会・町内会関係者等）からの要請等に応じて災害図上訓練（ＤＩＧ）を行う。 

(3)  応急手当の普及啓発活動 

   市民に対して消防本部及び各消防署が実施する救命講習等において，応急手当指導員として講習

を補助する。 

(4) その他 

   消防法第４条の２に規定する消防団員の立入検査（消防署長が特に必要があると認めた場合に限

る。）等 

 

（広報等普及員の心得） 

第６条  広報等普及員は，広報等普及業務の実施にあたっては，消防法第４条の２に規定するところに

よるほか，次の各号に定める事項を遵守しなければならない。 

(1) 服装は原則として作業服を着用し，身なりを端正にすること。 

 (2) 広報等普及業務を通じて知り得た個人情報や秘密をみだりに他へ漏らさないこと。 

 

（結果報告） 

第７条 主任の広報等普及員は，広報等普及業務を行った場合には，別に定めるところにより，その結果

を，第 11条に規定するそれぞれの業務の所管課を通じて所轄消防団長に報告するものとする。 
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（費用弁償） 

第８条 広報等普及員が広報等普及業務に服したときは，費用弁償を支給する。 

 

（立入検査証） 

第９条 消防団員立入検査証は，福岡市火災予防規則（昭和５０年福岡市規則第４３号）第２条に定める

ものとする。 

 

（広報等普及員が受講する研修等） 

第 10条 広報等普及員は，次の各号に定める研修等を必要に応じて受講するものとする。 

(1)  消防局研修等計画に基づく広報等普及員教育（ＤＩＧ指導者研修） 

(2)  応急手当指導員講習 

 

（事務分掌） 

第 11条 広報等普及員に係る事務分掌は，次の各号のとおりとする。 

(1) 広報等普及員の任命及び費用弁償の支給に係る事務は，警防部消防団課及び所轄消防署警備課が

行う。 

(2) 広報等普及員の広報等普及業務に係る事務は，警防部消防団課（第５条第２号），警防部救急課（第

５条第３号），予防部予防課（第５条第１号），所轄消防署予防課（第５条第１号）及び警備課（第

５条第２号及び第３号）が行う。 

   また，上記所属は，業務を円滑に進めるため，相互に連携し，協力して行うものとする。 

(3) 消防団員立入検査証の発行に係る事務は，予防部査察課が行う。 

 

（附  則） 

１ この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

  ただし，福岡市消防団予防指導員制度に関する要綱（以下「旧要綱」という。）に基づき実施されて

いる予防業務を，この要綱に基づく広報等普及業務へ支障なく引き継ぐために必要となる，広報等普

及員の選任や広報等普及業務の実施，研修の受講等については，令和２年４月１日以降，順次実施して

いくものとする。 

２ この要綱の施行日をもって，旧要綱及び福岡市消防団予防指導員証貸与要綱については廃止する。 

３ この要綱の施行の前に旧要綱により予防指導員に任命され，かつ，任期の最中にある消防団員にあ

っては，施行日までに本人から解任の意思表示がない限り，そのまま広報等普及員に移行するものと

する。 
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３ 「福岡市Ｗｅｂまっぷ」を活用したハザードマップの出力方法 

①インターネットで「福岡

市 Web まっぷ」を検索 

 

②メニューの中から総合ハ

ザードマップを選択しクリ

ック 

③総合，洪水浸水，土砂災

害，津波，高潮，揺れやすさ，

災害関連施設情報の中か

ら，目的のメニューを選択

しクリック 

 

※ここでは土砂災害ハザー

ドマップを選択 

（土砂災害については，警

戒区域のある校区ハザード

マップが福岡市 HPにも掲載

されている。） 

 

④郵便番号・住所，目標物，

直接地図からなど，必要と

する場所を選択する。 

 

※地図から選択する場合，

地図上にカーソルを合わせ

てクリックする。選択後は，

スクロールで縮尺変更，ク

リックしながらドラッグす

ることで場所選択の微調整

が可能。 

参 考 
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④必要とする情報を選択 

※土砂災害の場合，初期設定では①避難所や避難場所，②小学校通学区

域，③警戒区域及び特別警戒区域（急傾斜地，地滑り，土石流）が選択

されている。不必要な情報はチェックを外す。 

⑤地図の範

囲確定後，

印刷ボタン

を押下。 

⑥画面右側に表示されるプレビ

ューを確認後，印刷を実行。 

※縮尺は1/1,000～1/200,000ま

で選択可能。 

※出力は A4縦，A3横，広域貼り

合わせ（A4,A3）が選択可能。 
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